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6 (1994)年には物理工学科関係 7教室の改組を行い、以下平成 7(1995)年に




























人の健康の保護、生活環境の保全、快適で文 環境デザイン工学 環境システム工学 物質環境工学
環境工学 化的な生存の場の確保を目的とした、環境 環境マネジメント工学
問題、都市問題についての総合的研究
土木シス 都市や地域の豊かな生活と生産活動の基盤 都市基盤システム工学 ライフライン工学
防災システム工学






と、安全で健康な生活空間の倉IJ出への寄与 水域環境工学 環境構成材料学 学
地関工学 居住空間工学
都市環境安全工学
建築物を設計し造作するという建築営為の 建築情報シスァム学 建築設計学 |建築防災工学
ための、構造、計画などの諸学における基礎 建築計画学
的・先端的研究の推進と、その総合化 建築梼造学









機械物理 機械工学と物性物理学の有機的結合を基に メゾスコピック物性 材料強度物性学 放射線物性学




エネルギー エネルギー・プロセスとシステム、関連する エネルギ一社会工学 エネルギ システム]宇 エネルギー輸送工学
応用工学 材料の設計と創製、エネルギ一利用の社会 エネルギ基礎工学 エネルギー 資源転換工学的経済的問題、環境に与える影響と制御 エネルギー材半、日学
物性物理学の知見を基にしての、先端・基盤 材料設計工学 材料プロセス工学 同体プラズマ物理学
材料工学 工学を支える各種材料の構造と性質の解明、 材料物性学
新材料の設計開発と製造プロセスの確立 材料機能学
量子・原子等のミクロな観点からの物質の 量子ビーム科学 量子物質工学 核シスァム工学
原子核工学 構造・変換・童1]製に関する最子工学と、核エ 核エネルギー工学
ネルギーの高度安全利用の工学の推進

















電磁気理論、電気回路理論とシステム理論、 複合システム論 電磁工学 核融合システム工学
ilt気工学 および電力、超伝導現象、大規模計算、自動 電力工学 電気エネルギー応用学
制御・計測等の種々のシステムへの応用 電気システム論
電子物性 電気電子工学の発展の根幹となる各種ハー 集積機能工学 電子物理学 高機能材料工学
工学 ドウェアの基礎特性の解明と、それらの倉IJ 機能物性工学製のための工学技術に関する研究 量子工学













計算機科学 I情報」を対象に、基盤技術としての計算機 情報基礎学 計算機工学
情報工学 工学、計算機の高次利用を目指す知能情報 知能情報学
学、および情報システム学等に関する研究 情報システム学
数理工学 工学諸分野での対象システム固有の課題に システム基礎論 情報通信 1応用情報学


















、物質とエ エネルギー変換化学 基礎エネルギー化学 物質変換科学
ネルギーの変換や合成と触媒反応、エネル 基礎物質化手 エネルギー材料化学ギー 化学 ギー貯蔵と利用に関する化学の基礎と応用 触媒科学 同{立体利用化学
原子や分子の相互作用の解明と、その成果 分子設計学 物性物理化学 分チ材料科学
分子工学 の新電E子材料、生体関連機能性物質、高機能 分子物性工学
性材料 ・触媒等の設計・開発への応用 分子エネルギー工学
各種品分子材料の生成、反応、構造、物性、機 先端機能高分子 高分子合成 品分子設計



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































旧助手 角徹三 昭和41(1966)年 8月採用、昭和50(1975)年 4
月国立明石工業高等専門学校助教授として転
出








































































































































































1 I 1 I 












































































~之と 機械 精密 機械工 物理 総数工学 工学 学第二 工学
学部 昭和27-31年 35人 一人 一人 一人 35人
昭和32-34年 50 50 
昭和35-36年 40 40 80 
昭和37-49年 40 40 40 120 
昭和50-60年 60 40 20 120 
昭和61-平成6年 65 43 22 130 
修士 昭和28-38年 14 14 
昭和39-40年 14 12 26 
昭和41-53年 13 12 12 37 
昭和54-61年 18 14 12 44 
昭和62-平成5年 18 12 12 42 
博士 昭和30-40年 7 7 
昭和41-42年 6 6 12 
昭和43-50年 6 6 6 18 
昭和51年 7 6 6 19 
昭和52-55年 7 7 6 20 
昭和56-63年 9 7 5 21 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































風洞実験室(木造 I階建て、 575m')、実験室(木造 1階建て、 116m')が竣工した。
その後建物が老朽化したため、昭和47(1972)年 3月、航空工学教室本館(鉄
筋3階建て、 3，957m')が竣工した。また実験室の一部は宇治地区に移され、


























































































には国際研究集会 TheFourth International W orkshop on Mathematical 



































































































































































































































年 3月末までの、各講座の経緯を表9-3 ~表 9-5 にまとめておく。
表9-3 電気工学科の講座名および経緯















































































気評論』の 2つがある。前者は大正 2(1913)年10月開設され、夜間 2カ年で
専門学校(1日制)程度の電気工学を授け、 1.068名の卒業生を出したが、昭和



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































|昭36.4.1-昭45331| 昭46.4.1-平5.3.31第 1講座 小田良平 庄野達哉
昭36.4.1-昭51.4. 1 昭51.10.1-平3.3.31
第2講座 古川淳二 三枝武夫
昭38.10.1-平元.3.31 |[ 平2.4.1-第3講座 吉田善一 中辻博






































































































































































































講座となったのに始まる。次いで昭和35(1960)年 4月には、第 2、第 5講

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































この間、本講座は、学部では「情報処理論第 1J r情報処理論第2J r人工
知能論Jr情報工学概論Jの講義を担当、「情報科学(教養部)Jr情報処理基
礎論(情報処理教育センター)Jr認知心理学(教育学部)Jの講義を分担し、ま


































































(Leonard L. Levenson)、フロリダ大学のロルフ・フメル(RolfE. Hurnmel)や
ジム・ヤング・キム(JimYoung Kim)、ニュージャージー工科大学のマレッ
ク・ソスノウスキ(MarekSosnowski)、ラトガース大学のソー・クン・コウ
(Seok-Keun Koh)、ノースカロライナ大学のマックス・スワンソン(MaxL 
Swanson)、ロードアイランド大学のジャン・ノースビ(JanA. Northby)、ア
プライド・マテリアルス社のマイケル・カレント (Michael1. Current)、独国
のカールスルーエ大学のユルゲ‘ン・グスパン(Jurgen Gspann)、ライブチヒ
大学のクラウス・アシエロン(ClausE. Ascheron) カザフスタン国のカザフ
工科大学のジネトラ・インセポフ(ZinetullaInsepov)などが勤務し、イオン
282 
工学に関する教育研究に従事し
た。
本施設では、イオンの発生、
イオンの輸送、イオンの照射と
固体表面との相互作用までを一
貫として取り上げ、「イオン工
学」としてその技術体系を確立
するとともに、今後重要なイオ
ンビーム技術の教育研究を行っ
ている。本施設では、数eV(エ
第3節研究施設
写真9-4 超高真空型クラスターイオン
ビーム装置
レクトロンボルト)から数百keVのイオンビーム装置の開発や発生したイオ
ンを基板に照射して基板表面の非熱平衡下の結晶成長、材料創製、改質、原
子レベルの表面加工などの研究を行い、先端的電子・光デバイス、生体材料
創製の研究を行っている。また、結晶成長や結晶性制御に適した極低エネル
ギーイオンビームを大量に発生させて薄膜形成を行う ICB(クラスターイオン
ビーム)技術を創案し、イオンビーム工学に貢献してきた。この技術は、米
国、ヨーロッパ各国で研究され、わが国では実用化され光学薄膜、超LSI
製作に利用されるに至っている。また、常温yゲス物質からクラスターを形成
し、団体表面との相互作用などが金属クラスターと著しく異なることに着目
し、これを用いるガスクラスターイオンビームプロセスを開発した。本研究
を推進させるために、クラスターイオンビームと団体との相互作用の基礎研
究に着手するとともに、極低エネルギ一大電流イオンビームを駆使して、現
状のイオンビームフ。ロセスの壁を打破する先端技術として展開させるための
実験的研究を行っている。
第 2項環境微量汚染制御実験施設
衛生工学科は、昭和46(1971)年に大津市由美浜に岡市より土地を借り、水
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質汚濁シミムレーション設備を設置した(土地は後に京都大学が買い上げた)。
ここでは、琵琶湖や隣接する大津市下水処理場から研究用の水を直接引き込
むことができ、都市下水処理、琵琶湖の富栄養化、水道水臭気の制御等の研
究活動を、 14年間にわたり発展させてきた。この間、日本は公害防止技術の
適用により緊急の公害対策に成功したが、問題が残された。それは、新しい
技術開発に伴い発生してきた蓄積性、残留性の化学物質が引き起こす問題で
あり、難分解性物質、発癌性物質、環境変異原物質等と呼ばれる環境微量汚
染物質である。
これらの新しい課題に取り組む研究施設として水質汚濁シミムレーション
設備を発展させることになり、昭和60(1985)年4月、時限付きの環境徴量汚
染制御実験施設が発足した。構成は専任の教授、助教授、助手各l名で、衛
生工学教室より 2名の定員を当てた。施設の運営を円滑に進めるために、専
任の教授、助教授に加えて衛生工学教室、土木工学教室から数名の教授が運
営委員会を構成した。環境徴量汚染制御実験施設の教官は、衛生工学科や衛
生工学専攻の講義、実験演習の一部を担当し、卒業研究生、修士課程、博士
課程の大学院生の指導を行ってきた。地球環境問題が新たな重要課題になっ
てきたことから、平成 3(1991)年には環境地球工学専攻が設立され、協力講
座の lつとして微量汚染制御工学講座を担当することになり、大学院教育は
環境地球工学専攻を中心に参画してきた。
研究の主な成果は、枯草菌 Rec-assayによる環境中の DNA損傷性物質
の検出と評価法の開発、環境汚染物質のヒト識維芽細胞の DNA切断検出に
よる検出と評価法の開発、悪臭物質の感覚測定法の開発、土壌微生物を利用
した悪臭物質の脱臭法の開発、塩素・オゾン消毒による発癌性物質の生成と
分解機構の解明、嫌気性バクテリアによる有機物分解、埋立地からの地球温
暖化ガス・メタン・二酸化炭素等の発生抑制を目指した硫黄細菌利用の有機
物分解方法等である。
平成3年11月25-28日、環境徴量汚染制御実験施設が主催し、 IAWPRC
(国際水質汚濁防止協会)、滋賀県琵琶湖研究所共催の「第 1回水環境中の有
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害物質の評価と管理に関する国際シンポジウム」を大津市で開催した。 7件
の招待講演を含む101件の発表があり、海外から25カ国100名と国内約100名
の参加があり、成功をおさめた。
環境微量汚染制御実験施設の時限が平成6年度で終了し、平成7年度から
新しい時限付きの「環境質制御研究センター」が発足する。今までの 1分野
を拡充して環境質制御分野(教授、助教授各1名)、環境質評価分野(教授、助
教授、助手各 1名)、環境質緩和分野(外国人客員教授 1名)の構成で、研究の
先端性と国際性を実行する体制ができあがり今後の活動が期待される。
第3項重質炭素資源転換工学実験施設
昭和48(1973)年の石油危機を境に、エネルギーに関する研究の重要性が再
認識されるに至り、全国の大学の700名もの研究者を組織して昭和55(1980) 
年から 7年計画で文部省科学研究費補助金による「エネルギー特別研究J
(総合総括班代表:水科篤郎京大教授)がスタートした。京都大学の化学工学科
と石油化学科からは、水科のほかに、武上善信、桐祭良三、渡部良久、乾智
行、橋本健治の各教授が石炭関連研究の中心メンバーとして同研究に参画し
た。
このような石炭研究の盛り上がりを背景に、京都大学工学部の化学工学科
と石油化学科では昭和57年後半から水科、武上、桐栄を中心に石炭転換工学
研究施設新設を求める概算要求提出の準備を開始し、昭和59年度から概算要
求を開始した。この概算要求は幸い認められ、昭和60(1985)年12月末に「重
質炭素資源転換工学実験施設J(以後重炭施設と略記)設置を認める大蔵省内
示を得た。内示項目は重炭施設の設置を昭和61(1986)年4月から10カ年の時
限付きで認め、教官定員は助教授1名、助手 1名でいずれも振り替えであっ
た。
化学工学科と石油化学科では昭和61年1月から、早速創設準備委員会を設
置し施設発足の準備を開始して施設運営の基本方針と人事などを協議した。
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まず、施設長には化学工学科の教授高松武一郎を、兼任教授には化学工学科
より岡崎守男、橋本を、石油化学科より渡部、乾を予定した。また、専任助
教授には化学工学科反応工学講座の三浦孝ーの配置換えを予定した。このよ
うにして、昭和61(1986)年4月に重質炭素資源転換工学実験施設が発足し
た。
施設は化学工学科の一部を借用してスタートしたが、昭和61年秋からは工
学総合研究センターに移り、さらに平成元(1989)年6月には新設された工学
部3号館西棟に移転し現在に至っている。学生は化学工学科より毎年修士課
程学生 1-2名、学部学生 3名が配属され、研究に従事している。施設で
は、石炭のガス化、熱分解、重質炭素資源から新規炭素材料を製造する研究
に主力が注がれている。研究成果は、兼任教授担当の研究成果を含めて200
頁を越す f重質炭素資源、転換工学実験施設年報』にまとめられ、毎年6月に
公表されている。
施設長は、昭和61(1986)年 4月より昭和63(1988)年3月までは高松が、昭
和63年4月から平成元(1989)年3月までは教授江口捕が、平成元年5月から
橋本が兼担している。兼任教授は、上述の教授の中で高松の停年退官に伴い
江口が、江口の死去に伴い化学工学教室の荻野文丸が、さらに渡部の停年退
官に伴い物質エネルギー化学教室の光藤武明が交代して現在に至っている。
なお、施設の助教授であった三浦は平成 6(1994)年 1月新設の化学工学専
攻大学院専任講座「環境プロセス工学講座J担任教授に昇任した。それに伴
い、施設の助教授には助手であった前ー贋が平成6年3月に昇任した。
重質炭素資源転換工学実験施設は平成 8(1996)年3月に10年の時限を終了
するが、それ以降の研究教育活動は前記の化学工学専攻「環境フ。ロセス工学
講座Jに引き継がれる予定である。
第 4項高度情報開発実験施設
本施設は平成元(1989)年5月に設置され、高度情報を取り扱う実験システ
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ムを開発することを目的としている。マルチメディア統合部門に、教授 1お
よび助教授1の定員を持つ。本施設の設置に先立ち、昭和60-62年度におい
て情報工学教室に特別設備「媒体統合型研究推進システム」が設置され、平
成元年6月これが当施設に共用換えされた。マルチメディア情報処理、マル
チメディア通信、マルチメディアデータベースなどの分野で高度情報を取り
扱う実験システムを研究・開発するとともに、これらの分野に関連する研究
者に高度情報を扱うための実験システムを提供している。昭和62年5月「媒
体統合実験研究棟」が竣工した。平成元年5月施設長に情報工学教室教授池
田克夫(兼任)が就任した。同年11月情報工学教室より美濃導彦が助教授に昇
任して着任し、平成2年7月に九州大学より教授上林晴彦が、配置換えして
着任した。その後、上林が情報工学専攻に配置換えとなり、美濃が教授に昇
任する。
研究開発は、ネットワーク関係、メディア処理関係、データベース関係に
分かれる。
ネットワーク関係は、マルチメディア情報の自由な伝送とアクセスを図る
ことを目的として、情報工学教室と共同運営のローカルエリアネットワー
ク、ビットネットによるコンビューターネットワーク、および京都大学統合
学術情報ネットワークの京都大学外のサイトとの接続を司るゲートウェイを
運用してきた。この結果、学内および学外のいずれからも、自由に当施設の
計算機資源にアクセスすることができるようになっている。
メディア処理関係は、各種のメディアの処理を可能にすることを狙いとし
ており、これまでに図形と画像を主として、処理ライブラリの開発とビデオ
作成システムを整備している。また、京都大学における画像処理研究者の研
究交流を目的として「画像科学フォーラム」を定期的に開催している。
マルチメディアデータベース関係は、多様なマルチメディア利用を可能に
する分散システムおよびネットワーク技術を利用した分散協調環境の構築の
研究を行いつつ、各種のデータベースシステムを設置して、研究者に提供し
ている。また、データベース関係の国際学会や多数の学術講演会を開催して
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いる。
教育については、情報工学科において、「グラフ理論Jr計算機科学概論
(分担)Jの講義を、大学院情報工学専攻において、「形式言語特論Jr画像処
理特論」の講義を開設している。
第5項 メゾ材料研究センター
材料の機能は、その機能に特有の長さが徴細構造のスケールに適合すると
き最適化される。このような材料はメゾ材料と総称され、今後の材料開発の
中核として期待されている。メゾ材料の設計・倉IJ製のための方法論の構築と
メゾスケールでの構造・性質の制御と評価技術の開発に向けて、材料に関係
した金属系教室(冶金学科、金属加工学科)、機械系教室(機械工学科、物理工学
科)、および原子核工学教室で懇談がもたれ、互いの長所を生かした相乗効
果が発揮される研究の場となる研究センターの設立の必要性が認識された。
その実現に向けて概算要求事項として京都大学より文部省に申請され、平成
4 (1992)年4月より発足が認められた。
センターの発足に当たり西川韓一委員長のもとに創設委員会が設置され、
センターの運営方針や教官選考等について基本的な骨格づくりが行われた。
センタ一発足後、平成4年4月にセンター長(兼任教授と運営委員を兼ねる)に
教授長村光造、兼任教授(運営委員を兼ねる)に駒井謙治郎、大谷隆一、牧正
志、今西信嗣、松波弘之、吉田郷弘各教授が任命された。センターに設置さ
れた 2分野のうち、メゾ材料基礎工学分野には教授酒井明(平成 4年11月)、
講師諸岡明(同年6月)、助手長谷川幸雄(平成 4年11月着任、平成 6年11月東北
大学助教授として転任)が、メゾ材料評価学分野には教授落合庄治郎(同年7
月)、助教授北保正樹(同年11月)が専任教官として着任し、現在に至ってい
る。平成6年4月、センター長と兼任教授の任期(2年)満了に伴い、センタ
一長に落合が、兼任教授に駒井、大谷、新宮秀夫、村上正紀、今西、松波、
吉田各教授が着任し、現在に至っている。
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メゾ材料基礎工学分野では、様々な機能を持つメゾ材料の空間構造および
電子構造の類似性を解析し、その機能を発現させるために必要な最適微細組
織の解明を行ってきた。現在STM(超高真空走査トンネル顕微鏡)を用いた材
料の原子スケールでの構造評価を行うとともに、メゾ材料の電子的機能と関
連して、材料の局所電子状態の研究に注力している。表面電子状態の走査ト
ンネル分光・極低温における点接触分光などのトンネル電子分光、および微
小トンネル接合の研究を、特に探針の制御に重点を置いて行っている。また
金属クラスターの電子状態計算に基づいて、合金の熱力学的性質を理解する
試みも進めている。
メゾ材料評価分野では最先端メゾ材料の開発に要求される高精度物性評価
法、メゾ領域構造評価法および物性のメゾ構造依存性評価法の構築を目的と
して、高強度材料としての複合材料と高機能材料としての超伝導材料を対象
に研究を進めてきた。界面ー層間剥離、繊維のプルアウト繊維架橋等のメ
ソスケール力学事象の素過程のモデリング、メソスケール力学事象の集積と
材料マクロ特性の相関のモンテカルロシミムレーション評価法の構築、メゾ
メカニクスの体系化、メソゃスケール構造に着目した高臨界電流密度化と高強
度化、メゾスケール構造の力学応答と臨界電流密度の相関評価法の開発など
が主な成果である。
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第4節財団法人
第 1項応用科学研究所
文部省所管の財団法人で、大正 6(1917)年11月、教授青柳栄司が電気工学
特に照明の研究を目的に、青柳研究所として設立し、その後昭和14(1939)年
1月、教授鳥養利三郎が理事長に就任、応用科学研究所と改称し、電気、冶
金、機械、および応用化学などの総合研究を行い、今日に至っている。
青柳研究所時代には、低圧ガス封入電球、白熱弧光灯、高圧水銀灯の発
明、バリウムアザイドの開発等が特に有名である。応用科学研究所になって
からの研究成果の中で、高周波焼き入れの実用化研究は特に有名で、高周波
焼き入れの応研として広く知られるようになった。そのほかに、チタニウム
整流体、真空蒸着、金属の表面処理(特にイオン窒化処理、 CVD<ChemicaI
Vapor Deposition>)、フッ素化学の分野で見るべき成果をあげている。
なお、鳥養理事長の後、名誉教授林重憲、大阪府立大学名誉教授吉田洪二
が理事長に任じ、平成6(1994)年現在は、理事長名誉教授近藤文治、所長同
渡辺信淳で運営されている。所在地は京都市左京区田中大堰町49である。
第2項 目本化学繊維研究所
本財団は昭和11(1936)年8月に、伊藤高助より寄付を受けた20万円を基金
として設立されたものであり、化学繊維工業に関し、学界と業界との関係を
密にし、学術の進歩と産業の発展を図ることを目的としている。最も大きい
具体的な事業は、工学部における繊維化学、高分子化学に関する研究の助成
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である。
戦後は、繊維ならぴに化学に関係のある会社が維持会員となり、維持会費
を納め、それにより運営されている。
本財団の援助によりビニロン、 2浴緊張紡糸法スフなどの化学工業上歴史
に残る幾多の輝かしい成果があげられた。
理事長は京都大学総長であり、事務室は高分子化学教室内に置かれてい
る。毎年1回本研究所の報告会が聞かれ、その講演集『日本化学繊維研究所
講演集』は平成 6(1994)年には第51集が出版された。
第3項鉱産資源研究所
財団法人鉱産資源研究所は、鉱産資源の開発に関する研究を推進する目的
をもって、昭和14(1939)年3月、教授倉内吟二郎によって設立された。設立
当初の建物はその後本学に寄付され、研究所としては専用の建物や研究設備
を有さず、委託研究や研究助成を行うことにより、鉱産資源の開発から利用
に及ぶ広い分野にわたっての研究を育成かつ推進し、斯学の発展に寄与して
きたが、研究内容の変遷、民間企業への依存度の低下などの状況の変化に伴
い、昭和60(1985)年4月解散した。
第 4項建築研究協会
本財団は昭和30(1955)年 1月に、京都大学工学部建築学教室の研究助成を
目的として、文部省の認可を受け設立された。設立には、岡田辰三、村田治
郎、森田慶一、坂静雄、棚橋諒、前田敏男、横尾義貫、内藤敏夫の当時の各
教授が関与し、初代理事長は工学部教授岡田が就任、その後、児玉信次郎、
堀尾正雄、村田、前回の各名誉教授が歴任し、現理事長は名誉教授堀内三郎
である。理事には建築系教室の名誉教授、現職教授が多数就任している。こ
の間、耐震・制震工学に関する研究、鉄骨工学に関する研究、熱環境、設計
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施工計画、都市環境およびデザインに関する研究など、工学の研究と実践に
貢献してきた。
昭和40(1965)年5月に日本建築研究室を増設し、大森健二常務理事を長と
して、文化財建造物を含む社寺の修理、復原ならびに新築の研究調査およぴ
設計委託を受けるようになった。主な業績には、国宝東大寺大仏殿補修調
査、重要文化財旧山邑家住宅修理、名勝養浩館復原、成田山新勝寺大塔や阿
含宗総本山本殿の新築、智積院議堂の復旧、湯島神社社殿改築などの研究調
査設計があり、数多くの業績をあげている。
第5項有機合成化学研究所
本財団は昭和16(1941)年10月、東洋紡績株式会社より寄付を受けた30万円
を基金として設立されたものであり、設立当初から、日本化学繊維研究所
(化繊研)と密接な関係があり、現在同研究所と協力体制をとり活動してい
る。理事長は京都大学総長であり、事務室は高分子化学専攻内に置かれてい
る。現在、本財団の有機合成化学研究所の運営に当たり、大学関係者として
名誉教授福井謙一(化繊研兼務)、吉田善一、三枝武夫、庄野達哉、および教
授乾智行、生越久靖が理事を兼務している。また研究メンバーは有機合成化
学に関連する教授伊藤嘉彦、中辻博、粛藤烈、竹内賢一、渡部良久、内本喜
一朗、高谷秀正、増田俊夫で構成されている。昭和61(1986)年より、化学系
教室の卒業生を中心に広く企業との研究交流と相互理解を深める目的で、毎
年11月に現役教官による講演会を日本化学繊維研究所と共催で開催し、該当
研究室の研究の最前線を紹介している。本研究の目的および事業に関心を深
め、活動を支援するための組織として「有機合成友の会Jを発足させた。
第6項物理探鉱研究会
財団法人物理探鉱研究会は、昭和18(1943)年 2月に、「物理探鉱諸方法ノ
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基礎的研究ヲ行ヒ之ガ実用化ヲ図ルト共ニ……鉱産資源ノ開発増産ヲ促進シ
国力ノ増強ニ貢献スルヲ以テ目的トス」の主旨により設立された。設立当時
の役員は、京都帝国大学総長羽田亨、工学部長鳥養利三郎、工学部教授小田
川達朗、工学部教授加藤信義、工学部教授藤田義象、理学部教授松山基範、
物理探鉱試験所長大村一蔵、書記官鐘江富次の各理事で、わが国の物理探鉱
の揺藍期における研究開発に寄与した。理事長は羽田亨、鳥養利三郎、藤田
義象、藤田勇雄と引き継がれた。その後、主務官庁の要請により、本法人を
明確化することになり、昭和57(1982)年3月、工学部教授吉住永三郎と工学
部事務部長土橋秀春が役員となり、電気探査法の研究を対象として、再編さ
れた。課題のうち、「ρa一ρu探査法Jは、平成 4(1992)年 4月には日本道路
公団に、平成 6(1994)年には全国地質業協会に採用され、本法人の所期の目
的の一部が達成されている。
第 7項 イオン工学振興財団
イオン工学振興財団は、昭和61(1986)年3月24日、京都大学名誉教授大谷
泰之を初代理事長(現在に至る)とし、イオン工学の学術研究に対する助成を
行い、もってわが国の学術の発展と振興に寄与することを目的とし、文部省
認可の財団法人として設立された。
設立以来、イオン工学の萌芽的研究およびイオン工学を基礎とした境界領
域的研究等を行っている研究者への研究助成、およびイオン工学の基礎・応
用に関するシンポジウム、講演会等の開催および、その援助を行い、国内外の
研究者の発表の場を提供し、イオン工学の普及・振興を推し進めることによ
り、イオン工学の基礎づくりに一翼を担っているのである。
第8項基礎化学研究所
本財団は、昭和56(1981)年に工学部教授福井謙ーがわが国初のノーベル化
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学賞を受賞したことを記念して、基礎化学の研究を推進し、今後の発展に貢
献することを目的として、昭和59(1984)年9月3日に文部省より認可を受け
て設立されたものである。
稲山嘉寛を初代理事長として、経済団体連合会、日本化学工業協会などの
援助のもとに募金活動を行い、昭和63(1988)年 5月、京都市左京区高野西関
町に研究所が完成し、同年6月より名誉教授福井謙ーが所長に就任して現在
に至っている。理論化学を中心とした基礎化学に関する研究を行うととも
に、京都大学をはじめ国内外の諸研究機関あるいは研究者との共同研究も推
進している。
また、毎年講演会、懇話会を開催しているほか、定期的にセミナ一、コロ
キウム、研究会等を開催し、多くの研究者との交流を深めている。
なお、平成6年度には、丸田芳郎を理事長とし、本学関係の理事・評議員
として、名誉教授奥田東、福井謙一、早石修、沢田敏男、熊田誠、米津貞次
郎、西島安則、および教授山遁時雄らが含まれている。
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